
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 6年度 事 業 報 告 書

盤理壁捌匿塑墨L」ヨ杢自」ユ皇理L_______________

1 事業の成果
(1)顕彰活動 :日本に於ける自動車産業・学術・文化に貢献した先人先達の偉業を顕彰し、殿堂者

(殿堂入り)と して 3～4名の表彰を行い後世に伝承する。また、自動車社会の発
展に貢献した歴史に残る名車 3～ 4車を歴史遺産車として顕彰し伝承する。更に年
次の最も優れた乗用車、輸入車、テクノロジーおよびデザイン各 1件を選考し、開
発グループと共に表彰し伝承する。

(2)展示支援活動 :歴史に残る日本自動車殿堂者の偉業と「その心と知と技」を伝え、健全な自動
車社会の発展と次代の若人にむけたモノづくりの意義と啓発に資する展示支援活
動を実施する。

(3)教育活動 :顕彰内容を掲載した機関誌 yIIFAを 発行し、全国の大学等や関係方面に配布(贈
呈)。 広報として国内外 (日本・欧米・アセアン諸国等々)に顕彰内容を発信。

(4)情報発信活動 :オフィシャルサイト (h“ps:〃ww‐jahfajp)による情報発信を通年に亘って行
い、自動車に係る学術・文化・産業・モビリティの発展に寄与する。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業             (事 業費の総費用 【 7,078  】千円)
定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数 円 )

事業費
(千

顕彰活動

1.日本自動車殿堂
殿堂者(殿堂入り)
5名の顕彰及び表
彰。
2.日 本自動車殿堂
歴史遺産車 4車の
顕彰及び表彰。
3.日本自動車殿堂
イヤー賞 〔4賞〕を
開発者 と共に表
彰。

令和 6年
11月 13
日

表彰映像

配信開始
13日 13:
30

学士会館 (神

田錦町)ホー

ル

および日本自

動車殿堂オフ

ィシャルサイ

ト内で配信

会員9名

事務局

協力者

若干名

授 賞 関
係者。大
学・大学
院生・企

業 技 術
者 &社
員・研究
者 ・ 教

授・教員
学生・児
童。一般
■―サ
・―

など

1000人
(年 間
推定数 )

1.464

展示支援
活動等

1.展示支援〔I〕 :殿堂
者・歴史遺産車・

イヤー賞写真展
示。総覧展示・機
関誌配布など。モ
ニター設置など。
2.歴史遺産車展示支
援

1.平成
29年 11
月 よ り
継 続 展
示支援
2.令和 2
年 1月 よ
り継続展
示活動支
援

1.日 本自動
車博物館 (石
川県小松市)

2.ト ヨタ博

物館 (愛知県

長久手市)

会員 4

名及び

び協力

者延ベ

18名

1、  2.
学生、大
学院生、
企 業 関
係者、一

般 の 来
館 者 な
ど。

8万人
(

推
年 間
定数

2,897

教育活動

1.JAHF四 oヽ24発行
(2,500部 )、 謹呈発送
約 2500部。国内外大
学等・図書館・ミュー

ジアム等に前年度に
続き謹呈。

2024年
11月 15
日～2025
年 2月 28
日

全国 主 要大
学・専門学校
及 び研 究機
関。全国主要
図書館。自動
車企業

会員 20
名
及 び 協
力 者 延
べ 25名

大学 。大
学院生、
専 門 校
生、研究
者、企業
人等

約
人
2500 2,089



情報発信
活動

1.JAHFAオ フィシ
ャルサイ トによ
る殿堂者・歴史遺
産車等々の顕彰・

論壇・論文等情報
発信、表彰式典記
録映像配信

2024  年

11 月 15

日更新。

ht tps:/hq,w
jahfa. jp

会員4名

及び

協 力 者

延べ 12

名

ア ク セ

ス数

推 定 約

10万件。

10万人
628

(2)その他の事業 な し



,l式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 6年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が△塾場合)
特定非営利活動法人  日本自動車殿■

小 計 ・合 計金   額

の の

受取利t

日貝
人
一ム

△
〓ｉ師物

止

賛
6.029.340
000. 000

受取
員受 費

を
具
△
ム

＾
ム
喘状

受取寄附令
施設等受入評価益

事業収斎
事業収益

B

1

給料千■
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

倍

運
式

場
造

彰

会
荷

表

用代
賃
典会場設置費・消耗品費

40

28

89

16

53

78

60

02

外注作業代
機材・備品費
宣伝費
印刷製本費
モ ニ ト

1

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

2 の

事務所費用 (12カ 月)
荷造運賃
消耗品費
銀行振込手数* |ヽ
通信費
会議費
外注作業代

695.454
114.121
8.042

5.000
39.408
32.989

140.249

A当 期 経 常 増 わ

過年度損益修正益
売却益

D

止

災害損失

当 増 減 額  【C】 ―

人税 .

+

lt 及

+



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和 6年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  11本 自動車殿堂

工 :

′

1

2

[動資1

現金預金

未収金

棚卸資産

野産合 ) 7,539,215
定資泥

(1)有形固定資産
車両運搬 具

什器備品

(2)無形固定資産
ソフ トウェア

借地権

(3)投 資その他の資産
敷金
長期貸付金

・
 
・
 。
(

【A】 資 産 合 計 ①+② 7,539,215

1

未払金

預 り金

2

長期借入金
退職給付引

」1金

+

B-2
前 繰 正味財 11328191

-3788976

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 十 【B-2】 7,539,215

7.539.215



16 28

令和 6年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本自動車殿堂

|こよっています.
重要な会計方針

計算書類の作成は、 PヽO法人会計基準

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2'固定資産の減価償却の方法

(31り 1当 金の1汁 卜基準
・退職給付引当金

引当金

(4,施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5,消費税等の会計処理

事業別損益の状況
(単 円 )

科 ||
顕彰事業

|,そ示支援活
動事業

教育活動事
業

情報発信事
業

事業部門言| 管理部門 〈
日

6285115 6235115 6235115

120000

493589

134050

810689 2897402
1463777 2897102 2088778 627639 7077596 2035213 9112809

911282

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1'人 件費
給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2'そ の他経費
会場借用代

事務所費用

荷造運賃

交通費

備品消耗品費

振込手数料

通信費

会議費

外注作業代

印刷製本費
宣伝費
その他経費計
経常費用計

消費税計 (10%)

当期経常増減額

内容 金額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

187418

695454

15744

98877

8042

5000

39408

32939

1140249

「

~~~下~~~¬~~~~丁 ~~~可~~~~「~~~T~~~¬

「

~~~~T~~~~~丁~~~~丁~~~~T~~~~¬

____」____」____」____」

1    1    1 |    |

|

「
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書式第 17)}(法第 28条関係)

令和 6年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本自動車殿堂

現
塾巫階

0

0.373.382
1. 165.833

未収金
OC事 業未収金
▲▲事業未収金

欄卸資産
販売用寄附物品

1

市両運搬只
事業け,車 両

イ|.器備品
バソコン

2

ツフトウェア
オヘレーショシンステム
文書編集ソフト

借地権
CC‐市事業所

3 の の

敷金
CC市 事業所

長期貸付金
00銀行

【A】 資 産 合 計 ①+② 7.539.215

未
1島権保険料
頂り金
源泉徴収税

長期借入金
CO銀行倍入金

退職給付引当金
職員

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 7.539215

B-1】  1腱 | の 割



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 6年度年間役員名簿 J僣 :書I雅 [」Fぞ″維騒詔,ξ琳′鶏瑞頑誦所並

特定非営利活動法人 日本自動車殿堂

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)
Z各役員について、親族の規定に違反していません。(法第 21条関係)

2 役員一覧

夕L  ″
1又  ロ́

(フ リガナ)

氏   名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

l 理事

フジモトタカヒロ

藤本 隆宏

4年 4月  1日

7年 3月  31日

な し

2 理事

ヒロセ トシヤ

廣瀬 敏也

4年 4月  1日

7年 3月  31日
な し

3 理事

カタヤマミツオ

光夫片山

4 年1 4月  1日

7 年  3月  31日
な し

4 理事

ヤマモ トヨウジ

山本 洋司

4 年 4月  1日

7 年 3月  31日

な し

5 理事

ノザキヒロミチ

野崎 博路

4年 4月 1日

7 年 3月  31日
な し

6 理 事

ヤマダクニミツ

山田 国光

4年 4月  1日

7 年1 3月  31日
な し

7 理事

コバヤシケンイチ

小林 謙一

4年 4月  1日

7年  3月  31日
な し

8 監事

タケカワ

武川

4年 4月 1日

7 年 3月  31日
な し



設立・事業報告用
書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

社 .員名 1簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人_旦杢旦璽〕菫量:饉L__________

氏   名

1

藤本 隆宏

2

野崎 博路

3

山本 洋司

4

廣瀬 敏也

5

景山 一郎

6

小林 謙一

7

片山 光夫

8

山田 国光

9

武川 明

10

木村 徹

11

坂口 善英




